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図表 4－12 新潟県「今冬（平成 19年）に向けた雪対策」の内容（抜粋） 2/2 

資料：新潟県「今冬（平成 19年）に向けた雪対策」（平成 18年 12月） 

 

（５）高齢者等要援護者に対する災害時の広域支援体制の整備 
【現状と課題】 

平成 18 年豪雪では、県内の広範囲の地域で短期間に記録的な大雪になり、屋根の雪処理委託等が一斉に生じた
ことから、雪処理の担い手の確保が難しくなるなど地域内での対応が困難な状況が生じた。 
このため、市町村、県、社会福祉協議会等が連携し、広域応援として建設業協会、消防団、ボランテ

ィア等による要援護世帯に対する除雪を実施した。 
【対策】 

平成 18年豪雪時の対応を基本として、県と市町村が連携して災害時の広域支援をより効率的に実施で
きる体制を整備する。 
このため県は、市町村が豪雪時に即応できるよう、あらかじめ関係団体と協定等に基づく広域支援体

制の準備を整えておく。 
 
（６）雪崩対策(危険察知、住民への周知等)  
【現状と課題】 

平成 18年豪雪では多くの雪崩が発生したものの、人的な被害を伴う大規模な雪崩災害が発生しなかっ
たことから、雪崩に対する備えは十分であるといった認識を持つ人が増えてきている。 
しかしながら、住宅等を巻き込む集落雪崩は、ひとたび起これば逃げることが不可能であり、また道

路等の交通インフラに影響を及ぼすような雪崩は、通行車両を巻き込む被害や集落の孤立を生じさせる

など大きな災害につながる恐れがある。 
このため、雪崩から集落を保護するための雪崩防止施設の整備や雪に強い道路ネットワークの整備な

どハード対策は今後とも一層推進する必要がある。 
また、あらかじめ雪崩危険箇所の把握、住民への周知及び孤立になった場合の準備を行うといったソ

フト対策もあわせて講じることが重要である。 
【対策】 

県と市町村は連携して雪崩発生の危険察知のための体制整備及び住民への危険情報等の周知方法の体

制整備に努める。 
また、雪崩等による孤立が発生した場合に備え、事前の準備、発生後の対応などを整備する。 

 
（７）冬期集落保安要員制度の暫定措置 
【現状と課題】 

冬期間の孤立集落は、市町村等の除雪路線の延長、道路改良等による除雪区間の拡大などにより、集

落数は冬期集落保安要員設置事業の創設時に比べ大幅に減少している。また、集落内の高齢者等の弱者

世帯の除雪等についても、福祉施策として「高齢者等要援護者に対する支援」で対応している部分もあ

る。 
このような状況の中で、昨年度、県と市町村の役割分担による冬期集落保安要員設置制度の見直しを

行ったところである。 
しかし、山間地域の過疎化が著しい集落では、除雪の委託先がないなど地域による格差があり、また、

平成18年豪雪では通行止めによる孤立集落が発生するなど山間地域における集落は依然厳しい状況に置
かれている。 

【対策】 
平成 18年豪雪を経験した集落の住民の不安を取り除くという観点から、冬期集落保安要員の設置につ
いて、これまでの設置要件を暫定措置として今年度も適用する。 
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図表 4－13 新潟県広報の注意喚起チラシ 

 

資料：県民だより 平成 19年 1月号（新潟県） 
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４－１－３ 国土交通省北陸地方整備局の対応状況 

 
国土交通省北陸地方整備局では、平成 18年豪雪による被害を受けて、「豪雪対策検討会」を設 
置し（図表 4－14）、豪雪対策の検討を進めてきた。 
平成 18 年豪雪による北陸地方（新潟県、富山県、石川県、福井県）の被害をみると、死亡者

56人、重傷 205人にのぼり、死亡事故の 82.1％は 60歳以上の高齢者である。死亡・重傷事故の
うち、屋根雪に係る事故（屋根からの転落、落雪）が全体の 53.6％を占め、さらに死亡・重傷事
故の 85.1％は 12 月中旬～１月中旬に発生しており、冬の早い時期（最初の除雪の頃）に集中し
ている。 
豪雪対策検討会では、高齢者の屋根雪下ろしに起因する重大事故が多数発生していたことを重

視し、平成 18年度冬季に向けて、「屋根雪下ろし注意喚起チラシ」を作成した（図表 4－15）。こ

れは、平成 18年豪雪による重大事故の救急救命に当たった消防本部や自治体からの聞き取り調査
をもとに、主に高齢者に向けた以下の「3 つの用心」をわかりやすくイラストで整理したもので
ある。 
○用心その１： スノーダンプの取り扱いにご用心！ 
○用心その２： 除雪済みの硬い地面にご用心！ 
○用心その３： 高齢者の経験と体力の過信にご用心！ 
「屋根雪下ろし注意喚起チラシ」は、12月 1日から新潟県、富山県、石川県、福井県の自治体
において配布した。なお、豪雪対策検討会では、引き続き、除雪全般に係る注意喚起事例集、及

び住宅周りの事故対策などを検討することとしている。 
 

図表 4－14 豪雪対策検討会の構成 

 
企画部 事業調整官 
企画部 広域計画課長 
企画部 防災課長 
建政部 都市・住宅整備課長 
河川部 地域河川課長 

国土交通省北陸地方整備局 

道路部 地域道路課長 
国土交通省近畿地方整備局 企画部 防災課長 

県民生活・環境部 防災局 危機管理防災課長 新潟県 
土木部 監理課長 
知事政策室 消防・危機管理課長 富山県 
土木部 建設技術企画課長 
環境安全部 消防防災課長 
土木部 監理課長 

石川県 

土木部 建築住宅課長 
安全環境部 危機対策・防災課長 
土木部 企画参事 

構 成 員 

福井県 

土木部 建築住宅課長 
企画部 広域計画課、防災課 事 務 局 国土交通省北陸地方整備局 
建政部 都市・住宅整備課 

資料：国土交通省北陸地方整備局 
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４－２ 新潟部会の実施体制と検討フレーム 
 
４－２－１ 新潟部会の実施体制 
 
新潟における豪雪地帯の安心安全な地域づくりの検討に際して、新潟県が設置した「安全安心

な雪国づくりに関する検討会」（図表 4－8参照）の委員構成を一部引き継ぎながら、学識経験者、

社会福祉協議会、市民団体、行政担当者等からなる「新潟における安心安全な地域づくり検討部

会」（新潟部会）を新たに設置し、本調査に関する討議・議論及び成果のとりまとめを行うことと

した。 
本部会の構成メンバーは、図表 4－16に示すとおりである。 

 
 

図表 4－16 新潟における安心安全な地域づくり検討部会 メンバー構成 

 

座 長 

上村
かみむら

 靖司
せ い じ

 長岡技術科学大学 機械系 助教授 

 

委 員 

関口
せきぐち

 昌生
ま さ お

 十日町市社会福祉協議会 福祉課 福祉係 主事 

高村
たかむら

 義信
よしのぶ

 新潟県魚沼地域振興局 企画振興部 地域振興課 課長 

南雲
な ぐ も

  實
まこと

 湯沢町社会福祉協議会 事務局長 

本間
ほ ん ま

 和也
か ず や

 長岡市社会福祉協議会 総務係 福祉事業係 主任 

山口
やまぐち

 寿道
ひさみち

 NPO法人中越防災フロンティア 監事 

 

オブザーバー 

木村
き む ら

 祐二
ゆ う じ

 国土交通省北陸地方整備局 企画部 広域計画課 地方計画係 係長 

岡村
おかむら

 浩幸
ひろゆき

 新潟県 地域政策課 雪対策室 主任 

笠原
かさはら

  真
まこと

 新潟県 危機管理防災課 地域防災強化室 副参事 

成海
な る み

 正幸
まさゆき

 新潟県 危機管理防災課 地域防災強化室 防災事業担当 主任 

（敬称略）  

事務局 

小川
お が わ

 克昌
かつまさ

 有限会社 アサップ 代表取締役 

大堀
おおぼり

 和明
かずあき

 NPO法人中越防災フロンティア 事務局 

諸橋
もろはし

 和行
かずゆき

 財団法人日本システム開発研究所 第二研究ユニット次長 

滝澤
たきざわ

 充雅
みつまさ

 財団法人日本システム開発研究所 第二研究ユニット 研究員 
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４－２－２ 新潟部会の検討フレーム 

 
平成 18年豪雪の経験を踏まえた新潟県における豪雪対応の問題・課題及び今後の対策について
は、本書４－１に記載したとおり、新潟県が設置した「安全安心な雪国づくりに関する検討会」

で議論されており、「安全安心な雪国づくりに関する検討会報告書」（平成 18年 11月）及び「今
冬（平成 19年）に向けた雪対策」（平成 18年 11月）として整理されている。 
新潟部会では、これらの成果に基づき、議論が不十分であった課題、継続して検討すべき対応

策、新たに望まれる実践活動などを協議した上、主に雪処理の担い手確保に関する視点から、検

討課題を以下のように設定した。 
 
 ＜課題 1＞  雪に関する事故の死傷者を減少させる 
・新潟県は、雪による死亡者数が全国道府県の中で最も多い（ワースト 1）。 
・平成 18年豪雪では、死亡者の約 8割が 65歳以上の高齢者であり、雪国に長年住んでいるベテ
ランが多数事故にあっている。 
・近年の少雪傾向や過疎・高齢化の影響もあり、雪処理作業に潜む危険性や安全な作業方法など

が十分に継承されていない。 
・「安全安心な雪国づくりに関する検討会」においても、雪処理作業の安全確保に関する暗黙知を

除雪安全マニュアル等として作成し、実地検証することが継続対策とされている。 
 
 
 
 
 ＜課題 2＞  特に中山間地の集落等における高齢者の雪下ろし作業の安心確保を図る 
・新潟県内の雪による死傷者をみると、高齢者が一人で雪下ろしを行っていた際の事故によるも

のが多く、複数で行っていたら回避・軽減できたケースも少なくない。 
・各世帯の事情によっては、現実として住民が一人で雪下ろしをせざるを得ない状況もある。 

 
 
 
 
 ＜課題 3＞  雪処理の担い手を育成し、コーディネートする仕組みを構築する 
・平成 18年豪雪時は、新潟県外や雪国以外からも多数の除雪ボランティアの申し込みがあった。 
・一方、雪に不慣れなボランティアも多く、即戦力にならない状況もみられた。また、受入側の

自治体等もこのような状況に慣れていないため、断るケースもみられた。 
・ボランティアに必要な技能を教え、コーディネートする機能が必要であり、「安全安心な雪国づ

くりに関する検討会」においても、NPO等を中心とした受け皿づくりが継続対策とされている。 
 
 
 

雪処理作業の安全確保に関する暗黙知を記述・整理 

「雪かき道 越後流指南書の作成」 

雪処理の技能や知識を教え、コーディネートする仕組みを構築 

実証実験「越後雪かき道場の開催」 

雪処理作業中の事故の早期発見に資する機器を試作・検証 

実証実験「雪かきビーコンの試作と動作実験」 
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 ＜課題 4＞  地域外の除雪ボランティアと平時からの関係づくりを図る 

・地域外からの除雪ボランティアは、地域間交流や地域振興の視点からみても貴重であり、今後

は平時からの関係づくりに基づく以下のような展開が期待される。 
○「除雪ボランティア → 平時の地域間交流 → 雪国の地域活性化」 
○「平時の地域間交流 → 除雪ボランティア → 雪国防災力の強化」 

・「安全安心な雪国づくりに関する検討会」においても、平時からのボランティアとの連携の進め

方に係る検討と地域における取組の促進は継続対策とされている。 
 
 
 
 
 ＜課題 5＞  冬期間のみの一時的な居住（移住）施策の可能性を探る 

・過疎化、高齢化が進む集落等において、冬期生活の安心安全を確保する上で、冬期間のみ一時

的に移住する方法もあり、新潟県内でも十日町市や柏崎市などで取組がある。 
 
 
 

地域内外のボランティア交流を促進し、平時からの関係を構築 

実証実験「福祉除雪ボランティア隊交流会の開催（湯沢町）」 

高齢者世帯における今後の住まい方に関するニーズを把握 

「高齢者世帯における冬期居住意向調査（湯沢町）」 

平成 18年 1月 16日 新潟日報 

平成 17年 2月 6日 新潟日報 
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４－３ 新潟部会の経過 
 
４－３－１ 第１回検討会議の開催 
 
（１）第 1回検討会議の概要 

 
新潟部会において、雪処理の担い手に関する問題・課題を明らかにするとともに、実証実験の

内容と進め方について検討するため、以下の要領で第 1回検討会議を開催した。 
会議では、平成 18年豪雪時の対応状況と課題を整理し、今後必要とされる対策について意見交
換を行った。また、本部会で計画している実証実験の企画内容を提案していただき、新潟部会の

検討フレームと方向性について協議を行った。 
 
 
＜新潟部会 第 1回検討会議 要領＞ 

○日 時 ： 平成 18年 11月 21日（火） 15：00～17：30 
○場 所 ： 社団法人北陸建設弘済会 長岡支所 
○出席者 ： 

＜座長＞ 
上村 靖司 長岡技術科学大学 機械系 助教授 
＜委員＞ 
関口 昌生 十日町市社会福祉協議会 福祉課 福祉係 主事 
高村 義信 新潟県魚沼地域振興局 企画振興部 地域振興課 課長 
南雲  實 湯沢町社会福祉協議会 事務局長 
本間 和也 長岡市社会福祉協議会 総務係 福祉事業係 主任 
山口 寿道 NPO法人中越防災フロンティア 監事 
＜オブザーバー＞ 
木村 祐二 国土交通省北陸地方整備局 企画部 広域計画課 地方計画係 係長 
棚橋  忠 新潟県 地域政策課 雪対策室 政策企画員 
成海 正幸 新潟県 危機管理防災課 地域防災強化室 防災事業担当 主任 
＜事務局＞ 
島多 昭典 国土交通省 都市・地域整備局 地方整備課 課長補佐 
定方 利勝 国土交通省 都市・地域整備局 地方整備課 豪雪地帯係長 
小川 克昌 有限会社アサップ 代表取締役 
諸橋 和行 財団法人日本システム開発研究所 第二研究ユニット次長 
滝澤 充雅 財団法人日本システム開発研究所 第二研究ユニット 研究員 

  


